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資料 奨学⾦制度に関する政策について 

社会⺠主党 

 

16 年参議院選挙政策案より(要約） 

 

・教育予算を国際標準のＧＤＰ５％水準に引き上げます。公私間の格差を縮
小するため私学への助成を拡充します。 

・⾼等教育（⼤学、⼤学院等）の無償化に向けた漸進的な努⼒を定める国際
人規約（社会権規約１３条）の実現をめざします。 

・⾼校授業料無償化制度を復活させ、外国人学校等にも差別なく適⽤します
。就学援の対象を⾼校生までに広げます。 

・教育の機会均等を保障するため奨学⾦・育英制度を充実させます。奨学⾦
は無利⼦を原則とし、返済滞納時の滞納⾦も悪質な例外を除いて課さないこ
とにします。返還義のない給付型奨学⾦制度を国の制度として創設します。 

 
 

 学費が⾼騰し、世帯年収が下がり続けるなかで、家庭の教育費負担がかつて無く重
くなっています。すでに⼤学生の 5 割超、⼤学院生の 6 割超が何らかの奨学⾦を受給
しなくては、学業を続けられないのが実態です。 

 わが国の公的な奨学⾦制度の中⼼である独⽴⾏政法人⽇本学生⽀援機構による奨学
⾦は貸与型の奨学⾦制度であり、その７割超(⾦額）が年３％を上限とする利息付の奨
学⾦です。貸与者数および貸与⾦額が増加を続ける⼀⽅で、卒業後も奨学⾦の返還が
出来ずに生活に苦しむ若者が急増し、過酷な債権回収は社会問題ともなっています。 

 すでに多くの先進国（独、仏、スウェーデン、ノルウェー、フィンランド等 OECD
加盟 34 カ国のうち半数）で⼤学授業料は無償となっており、授業料負担のある国の
ほとんどは給付型の奨学⾦制度を備えています。⾼額の授業料を課しながら、給付型
の奨学⾦制度を持たないのは⽇本のみです。 

 この背景には公財政からの教育⽀出が OECD 最下位という教育⾏政の貧困がありま
す。社⺠党として教育予算の拡⼤、⼤学等の授業料減免制度の充実や学費の引き下げ
を求めていきますが、当⾯は奨学⾦制度の充実強化が必⽤と考え、現在は下記の要求
を強めているところです。 
 

１、⾼校⽣を対象とした給付型奨学⾦制度の拡充と、⼤学⽣等を対象とした給付型奨
学⾦制度の創設。  

２、無利⼦奨学⾦の拡⼤と、延滞に対する加算利息のさらなる引き下げ。 

３、返還猶予、返還免除、減額返還などの救済制度の周知と拡充。柔軟な適⽤。 
 

以上 
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